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（甘利議員） それでは、ただいまから平成27年第10回経済財政諮問会議を開催いたしま

す。 

  

○骨太方針策定に向けて 

（甘利議員） 本日は、骨太方針の素案について、御議論をいただきます。前回の骨子案

についての御議論を踏まえ、具体的な文案を盛り込みまして、素案としてお示ししており

ます。まず内閣府事務方より説明をさせます。 

（前川内閣府政策統括官） 資料１をご覧ください。目次は、骨子案から大きな変更はご

ざいません。第１章では、１ページ「（１）アベノミクスのこれまでの成果」、２ページ

「（２）消費税率引上げの影響と再引上げの延期」について。「［２］今後の課題」の「（１）

経済再生に向けた取組」。デフレ脱却を確実なものとしつつ、経済の好循環の拡大を図る。

民間経済活動の活性化、中長期的に持続する成長メカニズムを構築。これらの取組により、

実質２％、名目３％程度を上回る経済成長の実現を目指す。 

 ３ページの下の（２）が２番目の課題でございます、「（２）経済再生と財政健全化を

ともに達成する計画の策定」。本基本方針の第３章で、「経済・財政再生計画（仮称）」

を定めるとしております。「２．」は、東日本大震災からの復興についてです。 

 ６ページ、第２章の冒頭で、経済再生の考え方を示しております。四半世紀ぶりの良好

な状況を達成しつつある。この好機を逃すことなく、成長戦略を拡充・加速するとともに、

経済再生に寄与する「歳出改革」、「歳入改革」の推進を通じ、公共サービス分野を「成

長の新たなエンジン」に育てること等により、我が国の潜在成長力を２％程度を上回る成

長に向けて高めていくとしています。 

 ６ページ中段から11ページにかけて、「１．我が国の潜在力の強化と未来社会を見据え

た改革」。［１］で、「稼ぐ力」の強化に関して。10ページ「［２］海外の成長市場との

連携強化」。ＴＰＰについても触れております。「［３］イノベーション・ナショナルシ

ステムの実現、ＩＴ・ロボットによる産業構造改革」について。 

 11ページ、「２．」は女性活躍、教育再生について。「［１］女性、若者など多様な人

材力の発揮」。12ページ「［２］結婚・出産・子育て支援等」。「［３］教育再生と文化

芸術・スポーツの振興」について。 

 13ページ中段から、「３．」として、まち・ひと・しごとの創生と地域の活性化。「［１］

まち・ひと・しごとの創生」そのものでございます。14ページ「［２］地域の活性化」。

都市再生や沖縄振興も含みます。16ページ「［３］2020年東京オリンピック・パラリンピ

ック競技大会の開催に向けた取組」。 

 16ページから18ページには、「４．」として、外交、安全保障・防衛、国土強靱化、防

災・減災、暮らしの安全・安心、地球環境への貢献について、記述しております。 

 19ページでございます。「第３章「経済・財政一体改革」の取組－「経済・財政再生計

画（仮称）」」です。 
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 「１．」の最後の３行、「デフレ脱却・経済再生」、「歳出改革」、「歳入改革」の３

本柱で、「経済・財政一体改革」を断行する。 

 「２．計画の基本的考え方」では、「経済再生なくして財政健全化なし」を基本方針と

し、2016年度から2020年度の５年間を対象期間とする「経済・財政再生計画（仮称）」を

策定。「歳出改革」、「歳入改革」においても、経済再生に寄与する改革とするとしてお

ります。 

 22ページから「３．目標とその達成シナリオ、改革工程」です。「目標」ですが、「経

済・財政一体改革」の推進により、経済再生を進めるとともに、2020年度の財政健全化目

標を堅持する。具体的には、2020年度のＰＢ黒字化を実現することとし、ＰＢ赤字の対Ｇ

ＤＰ比を縮小していく。また、債務残高の対ＧＤＰ比を中長期的に着実に引き下げていく

などとしております。 

 23ページ「改革工程の明確化」。（１）の２行目、当初３年間を「集中改革期間」と位

置づけ、改革を集中的に進める。改革努力のメルクマールとして、2018年度のＰＢ赤字の

対ＧＤＰ比マイナス１％程度を目安とする。国の一般歳出については、安倍内閣のこれま

での取組を基調として、社会保障の高齢化による増加分を除き、人口減少や賃金・物価動

向等を踏まえつつ、増加を前提とせず、歳出改革に取り組む。社会保障関係費については、

高齢化要因も考慮し、安倍内閣におけるこれまでの増加ペースを踏まえつつ、消費税率引

上げに伴う充実を図る。ただし、各年度の歳出については、一律でなく柔軟に対応する。 

 これらの目安については、下の注で、「安倍内閣のこれまでの３年間の取組では一般歳

出の総額の実質的な増加が1.6兆円程度となっていること、経済・物価動向等を踏まえ、そ

の基調を2018年度まで継続させていく」としています。24ページです。（４）、専門調査

会を設置し、改革工程、ＫＰＩを具体化するとともに、改革の進捗管理、点検、評価を行

う。 

 「４．歳出改革等の考え方・アプローチ」。「［Ⅰ］公的サービスの産業化」。25ペー

ジ「［Ⅱ］インセンティブ改革」。27ページ「［Ⅲ］公共サービスのイノベーション」に

ついて、記述しております。 

 27ページ以降、「５．主要分野毎の改革の基本方針と重要課題」。社会保障と地方行財

政改革を重点分野としております。28ページ「［１］社会保障」。「基本的な考え方」の

５番目のパラですが、安倍内閣のこれまで３年間の経済再生や改革の成果と合わせ、社会

保障関係費の実質的な増加が高齢化による増加分に相当する伸び、1.5兆円程度となってい

ること、経済・物価動向等を踏まえ、その基調を2018年度まで継続していくこととし、効

率化、予防等や制度改革に取り組む。この点も含め、2020年度に向けて、社会保障関係費

の伸びを、高齢化による増加分と消費税率引上げとあわせ行う充実等に相当する水準に収

めることを目指すとしております。その下からは、「医療・介護提供体制の適正化」、「イ

ンセンティブ改革」、「公的サービスの産業化」、「負担能力に応じた公平な負担」など

について。31ページ、薬価・調剤等では、後発医薬品の数量シェアの新たな目標値につい
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て、「平成29年央において、80％以上の目標の達成時期を具体的に決定する」などとして

います。32ページ、「年金」、「生活保護等」について。 

 「［２］社会資本整備等」。「基本的な考え方」の２行目、中長期的な見通しのもと、

マネジメントを含めた効率化を図りながら、計画的に推進する。 

 34ページ、［３］地方行財政改革。35ページの基本的な考え方におきまして、地域の活

性化と頑張る地方を支援する仕組みの充実、国と地方で基調を合わせた歳出改革・効率化、

地方自治体の経営資源の有効活用等について。 

 37ページ以降「［４］文教・科学技術、外交、安全保障・防衛等」について。歳出改革

を聖域なく進める。 

 38ページから40ページ「［５］歳入改革、資産・債務の圧縮」について、記述しており

ます。 

 41ページ、第４章「［２］中長期的な経済財政の展望を踏まえた取組」では、第３章に

定める計画に沿って、経済財政運営を行っていく。 

 「２．」では、平成28年度予算編成に当たって、「経済・財政一体改革」を大きく進展

させるため、各府省の予算に「公的サービスの産業化」、「インセンティブ改革」、「公

共サービスのイノベーション」をはじめとする計画の基本的考え方に沿った歳出改革を反

映するとしております。 

 以上です。 

（甘利議員） それでは、どなたからでも結構でございます。御自由に御意見をいただき

たいと思います。榊原議員、どうぞ。 

（榊原議員） 今回の骨太方針素案は、デフレ脱却、経済再生と財政健全化を一体改革と

して捉え、経済の活性化を図りつつ、財政健全化を進めていく、政府の不退転の決意を示

すものとして、大変評価できると思っております。 

 今回の素案には、歳出改革の大宗を占める社会保障制度改革について、今後、検討すべ

き改革項目が、網羅的かつ具体的に記載されております。これらについては、その全ての

改革項目を確実に実現していくことが不可欠であります。今回の改革案を後退させること

なく、早期に決定して、着実かつ遅滞なく実現していく必要があると考えます。まずは来

年度予算の全体像や28年度の概算要求基準において、初年度から大胆な改革を進めていく

べきであります。 

 あわせて、今後、経済財政諮問会議に設置される専門調査会で、2020年までの改革の工

程表やＫＰＩを速やかに具体化するよう、民間議員として、積極的に取組を進めてまいり

たいと考えております。 

 以上です。 

（甘利議員） ありがとうございました。高橋議員、どうぞ。 

（高橋議員） 歳出改革のフレームについて、２点申し上げたいと思います。 

 第１点目でございますけれども、「経済再生なくして財政健全化なし」、この基本哲学
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を具体的に実行していくという観点から、歳出総額の目安について、経済・物価動向等を

踏まえるということが明記されたことは、極めて有意義なことと考えます。 

 第２点目として、今後ですが、骨太の閣議決定後、７月の経済財政諮問会議になると思

いますが、経済・物価等の動向、あるいは中長期試算などを踏まえて、公的サービスの産

業化、あるいはインセンティブ改革、こういった歳出改革への取組を促すための概算要求

上の仕組み、歳出総額の在り方などについて、来年度の予算の全体像を、このアジェンダ

の中で議論をさせていただきたいと思います。 

 それから、別のことですが、一点申し上げたいのが、地方財政改革についてです。いわ

ゆる別枠加算、歳出特別枠について、危機対応モードから平時モードへの切替えを進める

点ですが、私ども民間議員としては、集中改革期間中の2018年度ぐらいまでに、この平時

モードへの切替えを完了すべき旨、申し上げてきたところでございます。 

 2018年であったとしても、リーマン・ショックから10年経つわけでして、10年にわたっ

て危機対応モードがあり続けるというのは、国民への説明も難しいと思いますので、平時

モードへの切替えを、なるべく早期に終了させる必要があるのではないかということを、

強調させていただきたいと思います。 

（甘利議員） 総務大臣、どうぞ。 

（高市議員） 歳出特別枠と地方交付税の別枠加算でございますけれども、従来から、経

済再生の進展にあわせて、見直しは進めてきております。平成28年度以降の取扱いについ

ては、平成27年度の地方財政対策における財務大臣と総務大臣の両大臣の覚書におきまし

て、歳出特別枠は経済再生の進展を踏まえて、別枠加算については、地方の税収の動向等

を踏まえて、それぞれ両大臣が協議をして、定めるものとしております。 

 したがって、６月１日の経済財政諮問会議でも申し上げたのですが、経済再生にあわせ

て、危機対応モードから平時モードへの切替えを進めていくべきだと、私も考えておりま

す。ただし、あくまでも、経済再生にあわせてということは、申し上げさせてください。

地方創生にとって、非常に大事な時期でございます。無駄はとことん省いてまいります。

合理化も図ってまいります。 

 以上です。 

（甘利議員） 改革のシンボルである高市大臣なら、きっとやっていただけると思います。 

 財務大臣、どうぞ。 

（麻生議員） 第３章の「財政健全化計画」につきましては、これまで議論してきた内容

が反映されておりますので、財政健全化目標の実現に向かって、具体的かつ実効的なもの

になっていると思っております。いろいろ議論させていただきましたけれども、甘利大臣

にしっかり素案を取りまとめていただきましたことに、感謝を申し上げたいと存じます。

この素案をベースに、党の御意見も今から伺わなければいかぬところでもありますので、

政府として、成案を得るべく、努めていきたいと考えております。 

 以上です。 
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（甘利議員） 伊藤議員、どうぞ。 

（伊藤議員） 私は、社会保障について、一言だけお話させていただきたいと思います。 

 諮問会議で議論させていただいた社会保障の制度改革事項の多くを、今回の骨太方針の

中に織り込んでいただいて、これまでの骨太と比較するわけではございませんけれども、

今回は改革について、かなり集中的に議論ができたと思っております。もちろん、必要な

い施策はないわけですから、今後、骨太方針を決定していただいた後、一つひとついつま

でに何をやるのかということを、諮問会議あるいは専門調査会で、より具体的な方針を出

していければと考えております。 

（甘利議員） 新浪議員、どうぞ。 

（新浪議員） 2014年度のＧＤＰを見てみますと、マイナス0.9％の成長である。消費増税

による、駆け込み需要、反動減の両方を反映しました暦年ベースだとマイナス0.1％。現状

は好循環になりつつあるということ、また、好循環になってきているのではないかと思い

ますが、経済が下の方にいきますと、やはりデフレというマインドが、また慣性の法則で

戻ってきてしまう。ぜひともデフレマインドに戻る可能性を徹底的に払拭すべく、集中期

間３年間でやっていくべきだ。私はこの３年間はそれだけ大切であると思います。20年弱、

または15年と言われておりますが、これが続いても、絶対に慣性の法則を導き出してはい

けない。ぜひともそういうことで、今後予定されています、消費税率の引上げを乗り切っ

ていくということが必要だと思います。そして、結果的に経済は常に成長するのだ、その

結果として、投資も、賃上げもどんどん起こっていく、こういう経済を作っていくべきだ

と思います。 

 とりわけ公的サービスの産業化というのは、大変重要です。そして、ぜひとも考えてい

かなければいけないのは、官需主体から民需主体に変わっていくということです。これが

アベノミクスの真骨頂だと考えております。バトンタッチでございます。官需から民需で

ございます。そうすることによって、最終的に歳出の圧力も下がっていく。それが財政健

全化を非常に大きく進展させることだと、私は思います。 

 とりわけ2020年、本当に重要なのは、2025年という、団塊の世代の人たちが後期高齢者

に突入するときでございます。いわゆる継続的な財政健全化とともに、経済が成長してい

くことが大変重要で、このために今回重要なのは、まさに骨太の実現であると思います。

先ほど榊原議員がおっしゃったとおりだと思います。速やかに専門調査会を立ち上げて、

ＫＰＩを設定し、ＰＤＣＡを回していくことだと思います。 

 ３年間が大変重要だと思います。経済財政諮問会議で、このように積極的に、攻めの姿

勢で骨太の実現にコミットするのは、多分初めてではないかと思います。単年度主義の予

算ではなくて、３年という中期計画を前提に実現をしていく、これが大変重要ではないか

と思います。 

 以上でございます。 

（甘利議員） それでは、よろしいですか。 
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 それでは、最後に総理から御発言をいただきますが、その前にプレスが入ります。 

 

（報道関係者入室） 

 

（甘利議員） それでは、最後に総理から御発言をいただきます。 

（安倍議長） 本日、御議論いただきました、骨太方針の素案においては、デフレ脱却を

確実なものとし、「経済の好循環」を更に拡大させる取組を盛り込むとともに、成長戦略

を拡充・加速すると同時に、「歳出改革」、「歳入改革」の推進を通じて、公共サービス

分野を「成長の新たなエンジン」に育てることにより、我が国経済の潜在成長力について、

２％程度を上回る成長に向けて、高めていくことを示しました。 

 さらに、安倍内閣の基本哲学である「経済再生なくして財政健全化なし」のもと、「経

済・財政再生計画」を具体化し、この中で、歳出改革として、幅広い国民の参加を求め、

「公的サービスの産業化」、「インセンティブ改革」、「公共サービスのイノベーション」

に、国民運動として取り組んでいきます。そして、そのことによって、公共サービスの質

や水準を低下させることなく、公的支出の抑制を実現させます。また、歳出全般にわたり、

安倍内閣のこれまでの取組を強化し、聖域なく徹底した見直しを進め、地方においても、

国の取組と基調を合わせた取組を進めることを盛り込みました。 

 安倍内閣としては、財政に対する国の信認を確保するため、2020年度の財政健全化目標

達成を堅持します。そのための「経済・財政再生計画」であります。 

 甘利大臣には、この素案をベースに、本日の議論も踏まえつつ、与党とも議論を進め、

次回の諮問会議で取りまとめるよう、御尽力をいただきたいと思います。 

（甘利議員） それでは、プレスはここまでとさせていただきます。 

 

（報道関係者退室） 

 

（甘利議員） ありがとうございました。 

 本日の御議論と今後の与党での御議論を踏まえ、調整した上で、次回の諮問会議で諮問・

答申を行いたいと思いますので、関係大臣においては、引き続き御協力をよろしくお願い

いたします。以上で終ります。ありがとうございました。 

（以上） 


